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１【提出理由】

 平成30年６月22日開催の当社第16回定時株主総会において決議事項が決議されましたので、金融商品取引法第24条の

５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、本臨時報告書を提出する

ものであります。 

 

２【報告内容】

(1）当該株主総会が開催された年月日 

平成30年６月22日 

 

(2）当該決議事項の内容 

  第１号議案 剰余金処分の件 

期末配当に関する事項 

当社普通株式１株につき金４円50銭 

 

 第２号議案 定款一部変更の件 

当社事業の現状に即し、今後の事業展開、事業内容の多様化に対応するため、現行定款第２条

（目的）につきまして、再生医療等製品および特定細胞加工物ならびにこれら関連事業を追加する

ものであります。

 

 第３号議案 取締役８名選任の件 

取締役として、仲尾功一、大宮 久、松崎修一郎、峰野純一、木村正伸、 

ジャワハルラル・バハット、河島伸子および宮村 毅の８氏を選任するものであります。 

 

(3）当該決議事項に対する賛成、反対および棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための

要件ならびに当該決議の結果 

決議事項 
賛成（個） 
（注１） 

反対（個） 
（注１） 

棄権（個） 
（注１） 

可決要件 

決議の結果 

 
賛成の割合 
（注２） 

第１号議案 932,650 54,930 0 （*） 可決 92.96％ 

第２号議案 986,561 1,054 0 （*） 可決 98.33％ 

第３号議案            

仲 尾 功 一 911,143 76,452 0 （*） 可決 90.81％ 

大 宮   久 911,565 76,030 0 （*） 可決 90.86％ 

松 崎 修一郎 922,058 65,539 0 （*） 可決 91.90％ 

峰 野 純 一 922,118 65,479 0 （*） 可決 91.91％ 

木 村 正 伸 950,984 36,613 0 （*） 可決 94.79％ 

ジャワハルラル・バハット 922,374 65,223 0 （*） 可決 91.93％ 

河 島 伸 子 951,531 36,066 0 （*） 可決 94.84％ 

宮 村   毅 950,996 36,601 0 （*） 可決 94.79％ 

 

 （*） ・第１号議案は、出席した議決権を行使することができる株主の議決権の過半数の賛成であります。 

・第２号議案は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主の出席および出席

した議決権を行使することができる株主の議決権の３分の２以上の賛成であります。 

・第３号議案は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主の出席および出席

した議決権を行使することができる株主の議決権の過半数の賛成であります。 

 

 （注）１．賛成・反対・棄権の各議決権の数は、議案ごとに、本株主総会前日までに事前に行使された議決権の数およ

び本株主総会当日に出席した株主のうちその意思の表示について確認できた一部の株主の議決権の数をもっ

て集計したものであります。 

２．賛成の割合は、議案ごとに、本株主総会に出席した株主の議決権の数（本株主総会前日までに事前に行使さ

れた議決権の数および本株主総会当日に出席した株主の議決権の数の合計）に対する上記賛成の議決権の数

の割合を算出したものであります。 
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(4）議決権の数に株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由 

いずれの議案も、本株主総会前日までに事前に行使された議決権の数および本株主総会当日に出席した株主のう

ち、その意思の表示について確認できた一部の株主の議決権の数をもって賛成・反対・棄権の各議決権の数を集計

したことにより可決要件を満たし、会社法上適法に決議が成立したため、上記(3)に記載の賛成・反対・棄権の各

議決権の数には、本株主総会当日に出席した株主のうちその意思の表示について確認できていない株主の議決権の

数を加算しておりません。 

以 上 
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